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概要

本章では、『慶應義塾家計パネル調査（KHPS）』（2004～2008年調査）のうち、無配

偶者の個票データを用いて、需要要因によって不本意に非正規雇用を選択する可能性を

考慮したときの労働供給行動を明らかにした。本章の主な分析結果は以下のようにま

とめられる。

まず、異時点間の労働供給弾性値である Frisch労働供給弾性値については、正規雇

用の実質賃金が限界的に 1%上昇したとき、正規雇用の選択確率は限界的に 0.07%増

加し、その他の就業形態の選択確率はそれぞれわずかに低下することがわかった。次

に、労働需給の悪化に応じて非労働力化がみられる就業意欲喪失効果については、失業

率が限界的に 1%上昇したとき、正規雇用を選択する確率が限界的に約 3%減少し、そ

のうち約 2%が非就業（失業除く）に、また、約 1%は失業（求職）にシフトすること

がわかった。さらに、このとき、非正規雇用は全体としては変わらないものの、自発的

と非自発的に分けてみると、自発的非正規雇用が約 0.9%減少し、ほぼ同じだけ非自発

的非正規雇用が増加することもわかった。近年の先行研究では、わが国で就業意欲喪失

効果が小さくなっていることが指摘されているが、この点について、本章の分析結果

は、就業意欲喪失効果の減退は、非正規雇用に非自発的非正規雇用が含まれているため

に生じているものであり、少なくとも自発的非正規雇用については、依然として就業意

欲喪失効果が観察されることを示している。これらの分析結果は、労働供給行動を捉え

る際には、非正規雇用を自発的非正規雇用と非自発的非正規雇用に明示的に分けること

が重要であり、非正規雇用として 1つの雇用形態にまとめてしまうと、いくつかの重要

な行動を見落としてしまう危険性があることを示唆している。
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